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主 要 事 業 一 覧
（単位:千円）

事 業 名 金 額 説 明

・地方財政法に基づき、平成30年度一般会計決算の剰余金

財政調整基金積立 １,３９８,００１ （2,796,000,958円）の１／２を、財政調整基金に積み立

て。

財 政 課

・県が保有する施設で、老朽化による不具合等により緊急

県有施設等長寿命化推進 １００,０００ 対応が必要な施設の工事等を実施。

（事業費）

・知事部局等： 40,000千円

管 財 課 ・県 立 学 校： 30,000千円

（ 教 ） 管 理 課 ・警 察 施 設： 30,000千円

（ 警 ） 装 備 施 設 課 ・当初予算 2,400,000千円 → 補正後 2,500,000千円

（新規） ・動画による県政情報・県の魅力の発信を強化するため、

動画スタジオ整備 １１６,８４０ 新たに動画の撮影・編集・配信に対応できるスタジオを

県庁内に整備。

広 報 課 ・スタジオ機材購入・設置 62,225千円

管 財 課 ・スタジオ整備（設計・工事） 54,615千円

（新規） ・本県のブランド力強化に向け、県民自らが本県の魅力を

群馬ブランド応援びと（仮 ７００ 草の根で発信していく取り組みとして、「群馬ブランド

称）推進 応援びと（仮称）」の導入に係る検討を行う。

広 報 課

（新規） ・大規模な災害が発生した際に関係機関が集結し、災害対

災害対策本部実施室整備調 ５００ 応業務を行う常設の「災害対策本部実施室」の整備につ

査 いて検討するための調査を実施。

危 機 管 理 室

（新規） ・外国人材受入環境整備などに係る『外国人との新たな共

外国人との新たな共生 １,５５７ 生「群馬モデル」』構築のため、有識者会議を開催する

「群馬モデル」構築 とともに、企業からの相談対応や地域別キャラバンを実

施。

・外国人との新たな共生推進会議 553千円

知事が座長となり、群馬が外国人に選ばれる県となる

よう、受入環境整備について議論

・外国人材受入相談 501千円

・受入企業や事業主向けに、行政書士等による相談窓

口を設置

・外国人材の採用・活用について、企業向けのセミナ

ーを開催するとともに、個別相談を実施

・外国人活躍推進キャラバン 503千円

外 国 人 活 躍 推 進 課 県内各地域の課題について、関係者による座談会実施

（新規） ・マイナンバーカードを活用した施策の円滑な実施のた

マイナンバーカード ２,９８０ め、広報啓発を実施し、取得推進を図る。

取得推進 ・リーフレット・ポスター等作成 615千円

・新聞広告・ラジオCM実施 2,365千円

※マイナンバーカード取得率（H31.4.1現在）

情 報 政 策 課 ・群馬県10.4％ 全国13.0％
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・（仮称）群馬版「１％ for art」の導入に向けて、外部

（仮称）群馬版「１％ for １,０００ 有識者を招いた検討委員会や取組事例の調査を実施。

art」導入検討

文 化 振 興 課

・地域小規模児童養護施設を整備する社会福祉法人に対し

児童養護施設等整備費補助 １３,５００ て補助を行う。

・補助対象：社会福祉法人希望館（高崎市）

・補 助 率：国1/2、県1/4、事業者1/4

※地域小規模児童養護施設は、地域の民間住宅等を活

児 童 福 祉 課 用し、家庭的な環境の中で養育を行う施設。

（一部新規） ・増加する児童虐待相談への対応を強化するため、LINEを

児童虐待緊急対応力強化 ２,９０２ 活用した相談窓口を試行的に開設するとともに、嘱託弁

護士との連携を強化すること等により、児童相談所の機

能強化を図る。

①子どもと親からのLINE相談の試行実施 1,378千円

・子育ての不安や児童虐待の相談についてLINEを利用

した相談窓口を試行的に設置し効果を検証する。

・相談対応時間：(土日･祝日を除く）9：00～17：00

②嘱託弁護士との連携強化 900千円

・嘱託弁護士の所内会議への出席を増やし、法的な助

言を継続的に得ることで、より、子どもの利益を優

先した対応を行う。

③児童相談所へのタブレット端末導入 624千円

・虐待の発生時等に、現場で映像を記録し、児童相談

児 童 福 祉 課 所に送信することで、組織的なリスク評価を迅速に行う。

（新規） ・令和２年４月に開所予定の東部児童相談所一時保護所に

東部児童相談所一時保護所 債務負担行為 おける調理業務について、外部委託契約を結ぶための債

調理業務委託 (８６,４７８) 務負担行為を設定する。

・契約期間：R2.4.1～R5.3.31（３カ年）

児 童 福 祉 課 ・事 業 費：28,826千円×3カ年＝86,478千円

（新規） ・在宅患者が使用する人工呼吸器が長期停電時でも稼働で

在宅医療基盤整備 １,５９０ きるよう、貸出用の簡易自家発電装置等を整備する医療

（在宅人工呼吸器使用者非 機関に対して補助。

常用電源整備） ・補助対象 ４医療機関（計15台分）

・補 助 率 国1/2、医療機関1/2（１台あたり212千円）

地 域 包 括 ケ ア 推 進 室

（新規） ・外国人旅行者や在留外国人の増加を踏まえ、通訳機能を

拠点的な医療機関の外国人 １９,３４４ 備えたタブレット端末等を整備する「外国人患者を受け

患者受入設備等整備 入れる拠点的な医療機関」に対して補助。

※「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」

・多言語での対応が可能な医療機関について、以下の区

分で都道府県が選出し、国がとりまとめて公表。

①入院を要する救急患者に対応可能な医療機関

…都道府県で１か所以上

②受入れ可能な医療機関

…二次医療圏ごとに１か所以上

・補助対象 ①前橋赤十字病院、②12か所（予定）

・補 助 率 国1/2、医療機関1/2

医 務 課 （基準額 ①6,397千円 ②2,691千円）
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・大規模災害時に医療提供体制を確保するため、災害拠点

災害拠点病院等施設設備整 ２４,１０３ 病院が行う整備に対して補助。

備 ・給水設備整備 23,663千円

・補助対象 渋川医療センター（井戸掘削等）

高崎総合医療センター（地下水浄化装置等）

・補 助 率 国0.33、病院0.67

・訓練用資機材整備 440千円

・補助対象 利根中央病院（エアーストレッチャー）

医 務 課 ・補 助 率 国1/3、病院2/3

・本県における若手医師の確保・定着に向けたニーズ調査

医師確保対策 ２,２００ を実施。その結果を施策に反映させ、オール群馬で医師

（ニーズの把握・オール群 確保に取り組む。

馬体制整備） ・医学生及び臨床研修医向けニーズ調査 2,200千円

県外に流出した臨床研修医のニーズ調査等を実施。

あわせて、群馬大学、県内病院と協力し、県内の医

学生や臨床研修医のニーズ等を把握し、効果的な研修

医確保の取組につなげる。

・「ぐんま総合医会」の設置 既決予算対応

県医師会、群馬大学、県内医療機関、県で構成する

「ぐんま総合医会」を設置。関係者が一体となり、オ

医 務 課 ール群馬で医師確保に取り組む。

（新規） ・高齢者施設等の防災・減災対策のための整備に対して補助。

高齢者施設等防災・減災設 ２８,６５４ ・スプリンクラー整備 5,341千円

備整備等補助 ・補助対象 １施設

・補 助 率 国10/10

・非常用自家発電設備整備 10,146千円

・補助対象 ５施設

・補 助 率 国1/2、事業者1/2

・ブロック塀等改修 13,167千円

・補助対象 13施設

介 護 高 齢 課 ・補 助 率 国1/2、県1/4、事業者1/4

（新規） ・介護現場の生産性向上のため、介護事業者が「介護助

介護職機能分化等促進 ３０,０００ 手」を採用・養成し、介護職員の機能分化（業務の役割

分担）を行う取組を補助。

・国のモデル事業（国庫10/10）として実施。機能分化の効

果を評価・検証し、国へ報告。

※介護助手…食事の配膳や入浴準備等、補助的な業務に

従事。（身体介助は行わない。）

・介護助手導入支援 29,900千円

・補助対象 介護老人保健施設、特別養護老人ホーム

（計20事業所を予定）

・補 助 率 国10/10（補助上限額1,495千円）

介 護 高 齢 課 ・企画・評価委員会開催 100千円

（一部新規） ・「健康長寿社会の実現に向けた有識者会議（仮称）」の

健康寿命延伸対策 １,０００ 設置及び開催。 540千円

・健康ポイント制度の導入に向けた検討を実施。

・先進地視察（調査・研究） 360千円

保 健 予 防 課 ・検討会議の設置・開催 100千円
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事 業 名 金 額 説 明

（一部新規） ・改正健康増進法の令和２年４月の全面施行（飲食店、ホ

たばこ対策 ２,６５４ テル、旅館等での原則屋内禁煙）に向け、取組を強化。

（受動喫煙防止対策） ・制度周知説明会の追加開催 1,499千円

参加予定者 2,000名（10回×200名）

※当初予算では説明会２回分を計上済

・喫煙専用室用の計測機器購入 1,155千円

保 健 予 防 課 購入機器 粉じん計３台、風速計３台

（一部新規） ・地域生活支援拠点等の１つとなる障害児者施設整備に対

障害児者施設整備 ２,３６６,５４９ して補助。

・補助対象 ３施設 190,940千円

・補 助 率 国1/2、県1/4、事業者1/4

・障害児者施設の防災・減災対策のための整備に対して補

助。

・施設の耐震化改築 2,168,382千円

・補助対象 ４施設

・ブロック塀改修 3,020千円

・補助対象 ３施設

・非常用自家発電装置の設置 4,207千円

・補助対象 １施設

障 害 政 策 課 ・補助率 国1/2、県1/4、事業者1/4

（一部新規） ・「犬猫パートナーシップ店制度（仮称）」導入に向けた

動物愛護普及啓発 １,０００ 検討を実施。

（犬猫パートナーシップ店 ※ 犬猫パートナーシップ店制度のイメージ

制度） ・飼い主に対する適正・終生飼養の指導・啓発や県の譲

渡会のＰＲ等に協力してくれるペットショップ等を登

録する制度。福岡市などで実施されている。

・検討会の開催 99千円

・先進地視察 501千円

食 品 ・ 生 活 衛 生 課 ・ペットショップ、購入希望者へのアンケート 400千円

・国の研究機関や他県、民間企業等と連携し、農業におけ

試験研究機関受託研究 ３,４３９ る生産性向上や省力化等に関する各種研究に取り組む。

【主な受託研究】

・シャインマスカットの栽培方法のマニュアル化、水分

管理及び温度管理の自動化によるハウス栽培の生産技

術を確立 2,300千円

・嬬恋村の夏秋どりキャベツほ場における施肥管理技術

農 政 課 の改良 200千円

(新規) ・麦とキャベツのほ場において、先進技術（ドローンによ

農業技術対策指導 ２,０００ る農薬散布、アシストスーツによるキャベツの収穫、自

（次世代につなぐ営農体系 動走行トラクターによる耕起作業）の現地実証を行う。

確立支援） ・実施主体：明和町

・補 助 率：国10/10

技 術 支 援 課
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・日本を代表する経済人・有識者を本県に招き、本県の抱

「群馬サミット(仮称)」開 ７,０００ える課題や将来展望に関して議論する会合を開催する。

催 ・会議における意見・提言を次期総合計画に反映させる。

・今後のスケジュール

Ｒ元年度 プレイベント開催

産 業 政 策 課 Ｒ２年度 「群馬サミット(仮称)」開催

（一部新規） ・県内中小企業による次世代自動車分野等への進出を支援

先端ものづくり産業等支援 ９３,３００ するため、企業からの寄附を活用して産業技術センター

強化 に機器を整備し、研究開発・人材育成を実施。

＜地方創生推進交付金事業＞ ①機器整備

（高機能電子線マイクロアナライザー） 92,000千円

工 業 振 興 課 ②技術力・技能向上事業 1,300千円

（新規） ・インバウンド誘客の促進のため、招請事業や中国のWEBを

インバウンド誘客促進 １０,２９９ 活用したトップセールス、調査検討等を実施。

①中国Weiboキーオピニオンリーダー招請 3,000千円

・中国最大のSNS(Weibo)で大きな影響力のある人物を

群馬県に招請し、群馬の魅力をSNSで発信。

②中国のWEBを活用したトップセールス 3,300千円

・華人チャンネルへの知事インタビュー掲載や百度百

科への群馬の魅力を伝える動画を掲載。

③｢群馬の食｣による観光誘客 499千円

・オーガニック/ベジタリアン等への取組を進めるため

の検討会を実施。

④インバウンド受入環境整備 500千円

・観光スポットの多言語対応やキャッシュレス促進の

ため、先進事例の調査等を実施。

⑤観光HPのリニューアル 3,000千円

・群馬県の観光HPをリニューアルするための調査検討

観 光 物 産 課 を実施。

交差点の緊急対策 ・交通事故の発生を防止し、県民の交通安全を確保するた

（公共事業費） ６３,５００ めの緊急対策に必要となる公共事業費を増額。

・純単独事業

道 路 管 理 課 ・単独交通安全対策 63,500千円

（新規） ・太田市立太田養護学校の県立移管（令和２年４月）に伴

太田市立太田養護学校県立 １,２６６ い必要となる校名板変更工事等を実施。

移管 債務負担行為 ①校名板変更工事、公印購入 1,266千円

（２３１,１１６） ②スクールバス運行委託

（債務負担行為 192,500千円（R2～R6年度）)

（ 教 ） 管 理 課 ③パソコン等リース

特 別 支 援 教 育 課 （債務負担行為 38,616千円（R2～R6年度）)

・子供が日常的に集団で移動する経路の安全確保に向け、

交通安全施設整備 ６４,０００ 幼稚園、保育園等の周囲の道路標示塗替（横断歩道等）

を行う。

・今年度当初予算で新たに導入する持ち運び可能な車両速

度計測装置（可搬式オービス）による取締りや、子供の

通行が多い生活道路等における交通指導取締りとあわせ

（警）交 通 規 制 課 て、交通事故防止対策の強化を図る。
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事 業 名 金 額 説 明

（新規） ・明和町が進めている新規産業団地について、企業局が造

産業団地整備 ４５,０００ 成工事を受託して実施し、令和２年度末までに造成工事

明和入ヶ谷南工業団地 債務負担行為 を完了させる。

（1,000,000） ・開発面積 約１４ha

（団地造成事業

（企）団 地 課 会計）

９月５日付け知事専決処分の内容
事 業 名 金 額 説 明

（新規) ・豚コレラウイルスの本県への侵入を防ぐため、国の緊急

豚コレラ対策緊急総合支援 ４３８,３０３ 支援事業（柵設置補助1/2）と協調しつつ、生産者への支

援及び野生イノシシ対策を実施。

（１）生産者に対する支援

①侵入防止柵設置補助 434,000千円

・国緊急支援事業に県単で1/4を上乗せ補助し、生産

者の負担を軽減｡

・早期整備を強力に進めるため、原則として令和元年

内に着工した場合、補助対象とする。

②消毒資材の配布 2,110千円

県内全養豚農場に消石灰を配布し、衛生意識向上、場

内の清浄化によりウイルスの侵入を防止。

（２）野生イノシシ豚コレラ感染確認強化 2,193千円

野生イノシシ捕獲時の血液採材を鳥獣対策協議会等へ
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